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長期経営計画 2031 の策定について 

科研製薬株式会社（本社：東京都文京区、社長：堀内裕之、以下「当社」）は、このたび 2023 年

3 月期（2022 年度）から 10 か年の「長期経営計画 2031」を策定いたしましたので、以下のとおり

お知らせいたします。

記

当社は、医療用医薬品事業を取り巻く厳しい環境において、当社の長期的課題を明らかにしたうえ

で、持続的な成長を遂げるための 2031 年ビジョンとそのビジョンの実現に向けた戦略として「長期

経営計画 2031」を策定いたしました。 

今後の事業環境 

今後、高齢化や労働人口の減少に伴う医療保険財政のひっ迫、新薬の開発難度の上昇など医療用医

薬品業界において厳しい状況が予測されます。一方で、医療技術の革新に伴う医療制度等の変化や、

医療が診断・治療のみならず予防から予後まで広がり、遺伝子情報を利用したカスタマイズ医療の拡

大も予測されます。

創薬トレンドも、これまでは生活習慣病が主流でしたが、これからはアンメットメディカルニーズ

にシフトし、低分子薬剤だけでは完治しにくい疾患に対してバイオ医薬品や再生医療という選択肢

が増えると思われます。これらの新規モダリティは低分子薬剤よりも開発難度とコストが確実に上

昇いたします。

長期的課題 

上記の事業環境予測を踏まえて、当社は次の点を長期的課題と見据えております

研究開発：上市確度向上、パイプライン拡充の更なる強化、グローバル研究開発への挑戦

海外展開：今後の国内市場縮小を見据え、自社でのグローバル展開の強化

経営基盤：変革に対応できる人材の育成、DX 推進、設備投資と原価低減 

当社を取り巻く事業環境予測とそれに対する当社の長期的課題を踏まえた今後 10 年のビジョンと

戦略は、以下のとおりです。



【 2031 年ビジョン 】 

1. 画期的新薬の迅速な創出・提供により健康寿命延伸に貢献し続ける企業

2. 皮膚科、整形外科領域を中心にグローバルに展開する創薬企業

【ビジョンの実現に向けた戦略 ～3 つの Transformation～】 

（１）研究開発 Transformation

方針 施策

・自社研究基盤の活用

・新規診療領域への展開

・新たなモダリティへの挑戦

・研究開発への積極的投資

①上市確度の向上

②パイプラインの拡充

③新規ニーズ、海外展開への対応

④新規分野へのチャレンジ

目標 

・ 10 年間で 8品目上市するためのパイプライン確保

・ 毎年 1品目以上の開発導入品 or 販売提携品を確保

（２）海外展開 Transformation

方針 施策

・自社創薬と製品・開発品の導入による海外展開品の充実

・海外自社展開（開発・販売）による製品の価値最大化

①海外展開品の充実

②海外自社開発体制の整備

③生産・海外自社販売体制の整備

目標 

・ 売上高に占める医薬品の海外売上高比率 25%以上

（３）経営基盤 Transformation

方針 

①プロフェッショナルとして常に新たな挑戦をし、変革を追求し続ける人材の育成

②データとデジタル技術を活用して変革し続ける企業風土の醸成

③患者さんファーストのための製品価値最大化

【農薬事業戦略】 

方針 施策

・微生物由来の天然物質農薬「ポリオキシン」の成長戦略

を柱とした価値の最大化

①北米や新市場での伸長

②EU 市場への参入、拡大

③日本国内での使用促進

目標 

・ ポリオキシンを中心に農薬事業全体で売上高 100 億円を目指す



【業績目標】 

 2021 年度（実績） 2026 年度 2031 年度 

売上高 760 億円 800 億円 1,000 億円 

営業利益 170 億円 180 億円 285 億円 

ROE 7.0% 8%以上 10%以上 

海外売上高比率 9.1% 10%以上 30%以上 

 

 

長期経営計画 2031 の詳細 

長期経営計画の詳細につきましては、当社ウェブサイト（https://www.kaken.co.jp/）をご覧くださ

い。 

 

以上 

 

 

   

注意事項: 

 このニュースリリースに記載されている当社グループの事業に関する将来の見通し等の記述は、

現時点で入手可能な情報から予測したものであり、今後の様々な要因により実際の結果とは異なる

可能性があります。また、このニュースリリースに含まれている医薬品（開発中のものを含む）に

関する記述は、宣伝、広告等や医学的アドバイスを目的としたものではありません。 

 


